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第１７期第１回福岡県個人情報保護審議会第二部会（住基・番号利用法部会）会議録 

 

１ 開催日時 

  令和６年１２月１９日（木） 午後２時００分から 

 

２ 開催場所 

  県庁行政棟１０階 特９会議室 

 

３ 出席者（五十音順） 

  井上真由美委員 

  村 上 英 明部会長 

  山 元 規 靖委員 

 

４ 審査事項 

 （１）県税の賦課徴収関係事務を対象とする特定個人情報保護評価書の第三者点検につ

いて 

 

５ 会議の内容 

【村上部会長】 

 それでは、ただいまから、個人情報保護審議会第二部会を開催いたします。 

 本日の会議は公開となっております。 

 私は、部会長の村上と申します。この審議会は、５期目の９年目になりますが、当初

から第一部会の方に所属しておりまして、全体会ではお目にかかったことはあると思う

のですけれども、第二部会は初めてですので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 審議に入る前に、事務局から説明がありますので、よろしくお願いいたします。 

【事務局】 

 まず、本日は事務局として情報政策課が加わっていますので、紹介させていただきま

す。 

【事務局】 

 情報政策課デジタル戦略推進室の佐伯と申します。よろしくお願いいたします。 

【事務局】 

 次に、本日の議題についてです。 

 本日は、県税の賦課徴収関係事務について、特定個人情報保護評価の第三者点検を行

うこととしています。 

 始めに、特定個人情報保護評価の概要について、事務局から御説明した後、評価書案

の内容等について、諮問実施機関から御説明させていただきます。 

 事務局からは以上でございます。 

【村上部会長】 

 ありがとうございます。 

 それでは、本日の議題の審議に先立ちまして、特定個人情報保護評価の概要について、
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事務局から説明をお願いいたします。 

【事務局】 

 特定個人情報保護評価の概要について御説明をさせていただきます。 

 説明資料については、お手元のタブレットの画面左側に表示されているかと思います

ので、そちらをベースに御説明させていただければと思います。 

 早速、特定個人情報保護評価とは何かというところですけれども、こちら特定個人情

報保護評価は、国や地方公共団体等が、特定個人情報保護ファイルを保有する際に、個

人のプライバシー等の権利利益に与える影響を予測し、また、漏えい等のリスクを分析

して、そのリスクを軽減するための措置を宣言するものとなっております。 

 具体的に申し上げますと、各団体おけるマイナンバーを利用する事務ごとに、漏えい

のリスクを分析して、そのリスクを軽減するための措置等を記述した評価書を作成しま

して、それを公表するというものになっております。 

 こちらの評価制度の目的は、資料記載のとおり、大きく二つございまして、一つ目は、

事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵害の防止ということになっており

ます。事前にリスクを分析して軽減することで、個人情報の漏えい等の事故を防ぐこと

ができるというものになっております。 

 そして、二つ目ですけれども、こちらは、国民・住民の信頼の確保というものになっ

ております。入手する特定個人情報の種類や使用目的、方法、安全管理措置について、

国民・住民に分かりやすく説明をするものになっております。 

 また、特定個人情報保護ファイルを所有している行政庁自らが宣言し、具体的にどの

ような措置を講じているかを説明することで、住民は特定個人情報ファイルの取扱いに

ついて、安心感を持つことができるような仕組みとなっております。 

 評価が義務づけられる対象は、行政機関の長でありますとか、地方公共団体の長その

他機関や特別行政法人等が対象となっているところでございます。 

 次のページに移ります。 

 特定個人情報保護評価の対象について、もう少し具体的に御説明をさせていただきま

すと、先ほどのページの内容と重複するのですけれども、この評価は、特定個人情報保

護ファイル、これは文書とか、電子データ等の中に、マイナンバーを含む個人情報ファ

イルを指すものですけれども、こういったファイルを取り扱う事務について、評価制度

を実施、作成することとされているものになっております。 

 現在福岡県の保護評価の対象事務は、本日議題に上がっております税務に係るものの

ほか、児童扶養手当に係るものですとか、あとは障害者手帳の交付に関する事務等も対

象になっておりまして、今のところ全部合わせて２８個の事務が存在してところでござ

います。 

 こちらの各事務の評価書については、県のホームページ等でも公表しているところで

ございます。 

 補足になりますが、特定個人情報保護評価の実施が義務づけられない場合というのが

存在しておりまして、これが、資料一番下に書いているものになるのですが、三つござ

います。 

 一つ目が、職員又は職員であった者等の人事、給与、福利厚生に関する事項を記録し
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た特定個人情報保護ファイルのみを取り扱う事務について。二つ目が、手作業処理用フ

ァイルです。いわゆる紙文書のみを取り扱う事務について。三つ目が、取り扱う個人情

報の対象が１,０００人未満の事務について。これらの三つの事務については、特定個

人情報保護評価の実施が義務づけられない事務となっているところでございます。 

 次のページ、しきい値判断というところで、特定個人情報保護評価のしきい値の考え

方について御説明をさせていただきます。 

 この特定個人情報保護評価制度は、評価に必要になってくる作業量とかを考慮した場

合に、特定個人情報保護ファイルを取り扱う全ての事務について、この評価を実施しよ

うとすると、かえって評価制度の意義、目的が形骸化してしまうおそれがあると考えら

れております。 

 そこで、この評価制度の目標を達成し、実効性のある仕組みとするために、めりはり

を付けて、評価制度を実行しようということで、このしきい値判断という考え方が設け

られております。 

 具体的には、資料の一番下の方に記載してあります三つの区分に応じて、評価実施さ

れるということになります。 

 どの部分に該当するかという判断については、個人のプライバシーの権利利益に対し

て影響を与える可能性の観点から三つありまして、それぞれ対象人数はどれぐらいなの

かということや実際特定個人情報ファイルの取扱い者数は何人以上なのか、あとは、過

去１年以内に特定個人情報に関する重大事故を発生させたかというところで、それぞれ

分岐をさせて、どのレベルでこの評価を実施するのかというのを決めていくことになり

ます。 

 ちなみに、今回の諮問事項であります税務システムについては、対象人数が３０万人

以上の案件に該当しますので、資料の一番上の分岐のところで、左側に分かれまして、

基礎項目評価と全項目評価、こちらを実施することとなっております。 

 この全項目評価については、単純に評価書を作成して、外部に公表するだけではなく、

評価書の内容について、住民の意見聴取を実施することですとか、今回のように、外部

の有識者の方を交えて第三者点検を実施することが求められているものになっておりま

す。 

 次に、この全項目評価の流れと第三者点検について御説明をさせていただきます。 

 全項目評価は、大きく、資料左に記載しておりますステップを踏んで実施することに

なっております。 

 本日の議題であります県税の事務については、住民等への意見聴取と評価書への反映

の段階までは終了しておりまして、本日の審議会は、下から２番目の第三者点検の実施

という立ち位置で実施するものでございます。 

 この第三者点検については、知事や教育委員会等の評価実施機関が、評価書の内容を

決定する際に、評価書の適合性、妥当性を客観的に判断するために、外部の有識者の御

意見を伺うことを目的に、個人情報保護委員会が定める規則を基に実施されるものでご

ざいます。 

 次に、第三者点検における評価の観点ということで御説明をさせていただきます。 

 資料に記載のとおり、大きく二つ、評価書の適合性と評価書の妥当性という、観点か
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ら審査を行うことが求められております。 

 一つ目の評価書の妥当性についてですけれども、こちらは、委員会指針で定める実施

手続に適合しているかという観点で確認されるものでありまして、具体的には、先ほど

御説明いたしました、しきい値の判断に誤りはないか、もしくは適切な方法で、広く国

民の意見を十分考慮した上で、必要な見直しを行っているかということですとか、あと

は、事務の実態に基づいて、特定個人情報保護評価書様式で定められている全ての項目

について検討し、記載しているかといった観点からの審査が求められているものになっ

ております。形式的な面で問題がないかということの確認を行っております。 

 次に、右側の評価書の妥当性というところですけれども、事務の内容及び特定個人情

報の取扱いプロセスの概要について具体的に記載しているかといった点や、あとは、特

定個人情報を取り扱うプロセスにおいて、漏えい等を発生させるリスクを事務の実態に

基づき特定しているか、もしくはリスクを軽減するために講ずべき措置についての記載

が具体的か等といった内容的な観点から、実行を求められているものになります。 

 これらを踏まえまして、審議会の答申となるものでございます。 

 最後に、補足になりますが、評価の再実施について御説明をさせていただきます。 

 特定個人情報保護評価書については、一度作成した後、それ以降ずっと更新しないと

いうものではなくて、例えば評価書を作成した後、事務フローの見直し等が生じること

がありまして、このようなことが決定した場合には、評価書についても見直しを行うこ

とが必要となります。 

 具体的にはいくつか見直しを行う要件が定められておりまして、例えば規則に定めら

れている重要な変更が行われた場合ですとか、しきい値判断の結果が変わる場合等が該

当するのですけれども、今回の県税の賦課徴収関係事務については、既に前回の評価か

ら５年を経過したということで、評価の再実施を行うというものになっております。 

 以上が、特定個人情報保護評価の制度の概要に関する説明でございます。ありがとう

ございました。 

【村上部会長】 

 ありがとうございました。 

 ただいま御説明いただきました特定個人情報保護評価の概要につきまして、何か御質

問、御意見等ございましたらお願いしたいのですが、いかがでしょうか。 

【山元委員】 

 しきい値の値ですけれども、これは経験則ですか、それとも、何か根拠があるデータ

でしょうか。 

【事務局】 

 個人情報保護委員会で規定しているものになりまして、そこでどういう議論が行われ

たかについては、把握できておりません。 

【山元委員】 

 これで、ある程度仕事の量の調整ができると考えてよろしいでしょうか。 

【事務局】 

 御認識のとおりです。 

【山元委員】 
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 分かりました。 

【村上部会長】 

 よろしいでしょうか。 

【全委員】 

 なし。 

【村上部会長】 

 それでは、概要の説明は、以上ということにさせていただきます。 

 それでは、審議に移りたいと思います。 

 本日の審査案件は、福岡県県税の賦課徴収関係事務を対象とする特定個人情報保護評

価書の第三者点検についてということでございます。 

 それでは、事務局から説明をお願いいたしましょう。 

【事務局】 

 １２月２日付で、福岡県知事から当審議会に諮問がありましたので、その内容につい

て、担当の税務課から説明いたします。 

【実施機関】 

 税務課の副課長の原口でございます。どうぞよろしくお願いいたします。座って説明

をさせていただきます。 

 特定個人情報保護評価の評価項目、県税の賦課徴収関係事務について、全項目評価書

を提出しておりますが、評価書の説明の前に、県税について簡単に説明をさせていただ

きます。 

 令和６年度の本県の一般会計当初予算において、歳入総額は約２兆１,３００億円と

なっておりますが、このうち県税は約７,４００億円で、歳入総額の約３５％を占めて

おります。 

 主な税目についてです。税は大きく分けて、使い道が限定されていない普通税と、使

い道が限定されている目的税があります。 

 普通税には、自動車税、事業税、個人県民税等があります。目的税には、産業廃棄物

を焼却施設や最終処分場に搬入したときに掛かる産業廃棄物税、県内の宿泊施設に宿泊

したときに掛かる宿泊税等があります。 

 これらの税に係る業務は、税務課と１２の県税事務所において、職員約６５０名が担

当しております。 

 お諮りしております評価書は、この県税の賦課徴収関係事務を対象としております。

この事務で使用するのが税務システムとなっております。 

 それでは、評価書の具体的な内容について、電算係長から御説明をいたします。 

【実施機関】 

 税務課電算係長の用松と申します。どうぞよろしくお願いします。座って説明をさせ

ていただきます。 

 本日の評価書についてですが、全項目評価書は、全部で６２ページございまして、か

なり大部ですので、今日の御説明は、その概要版の方を作ってきております。今、画面

で表示しているのが概要版ですので、こちらの方で御説明をさせていただきたいと思い

ます。 
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 税務システムでは、平成２８年１月から個人番号を保有しております。特定個人情報

保護評価書は、平成２６年度及び令和元年度に、この審議会において点検をしていただ

いたところです。 

 今回の評価書は、全ての内容を見直した上で、結果として、前回までに答申いただい

た評価書の内容を踏襲しております。 

 概要版の方を基にお話しいたしますが、概要版の各箇所、右側の方にページ数を記載

しておりまして、それが評価書本体の方の該当のページということになります。 

 例えば、概要版左上の「Ⅰ 基本情報」、その次の行、「１ 特定個人情報ファイル

を取り扱う事務」の右側に、「Ｐ３」とありますけれども、該当の評価書の３ページを

御覧いただきますと、同様に、「Ⅰ 基本情報」、「１ 特定個人情報ファイルを取り

扱う事務」とあるのがお分かりになると思います。あわせて御覧いただきたいと思いま

す。 

 それでは、改めまして、概要版の左上、「Ⅰ 基本情報」を御覧ください。 

 「１ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務」についてです。 

 「①事務の名称」は、「県税の賦課徴収関係事務」です。 

 「②事務の内容」でございますが、下の「●システムの構成及び賦課徴収事務の流れ」

の二つ図のうちの右側、「●賦課徴収事務の流れ」の方を御覧ください。 

 この図の中の左上が「納税義務者」、そして右下が「税務課 県税事務所」となって

おります。 

 左上が県民、右下が県ということになります。 

 まず、「Ａ 納税義務の確定」、これが賦課業務といわれるものです。 

 自動車税のように、「①納税通知書の送付等」により行うものと、事業税のように、

「②申告書の提出等」により行うものがございます。 

 右下の「税務課 県税事務所」の中にある「税務システム」で、住所等の納税義務者

情報の管理、提出された申告書に基づく課税情報の登録等を行っております。 

 次に、真ん中辺りになりますが、「Ｃ 督促・滞納処分等」とあります。それが徴収

事務といわれるものです。 

 税務システムでは、滞納者の一覧や未納額、時効等の管理をしております。この情報

を基に催告や差押え等の滞納処分を行います。 

 図の右側の「Ｆ 通知・閲覧・記録等」とあります。国や他の都道府県、市町村との

情報の受渡しを行います。 

 例えば県の個人事業税は、地方税法の定めにより、国の税務署に確定申告された情報

に基づいて課税することとなっております。 

 図の上、「１ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務」に戻ります。 

 「③対象人数」ですが、税務システムに登録されている納税義務者数は約４０４万人

となっております。 

 続きまして、「２ 特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム」

について御説明いたします。 

 枠で囲んだ「≪システム１≫税務システム」が、事務の部分で御説明したとおりのシ

ステムでございます。 
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 その次の「≪システム２≫団体内統合宛名システム」、「≪システム３≫中間サーバ

ー」についてです。これらに関連する情報提供ネットワークシステムからの情報取得に

ついてお話しします。 

 下の図の「●情報提供ネットワークシステムにおける情報連携」、左側の方を御覧く

ださい。 

 情報提供ネットワークを、図の中の一番下に記載しています。これが、他の地方公共

団体等と情報の受渡しに用いるものです。 

 全国の地方公共団体から、番号利用法に基づく情報照会を受けたり、その照会先の団

体から情報を入手したり、照会元の団体に回答したりするシステムです。 

 情報提供ネットワークに接続されている団体内統合宛名システムと中間サーバーは、

県のシステムに登録している情報と情報提供ネットワークシステムで取得した情報をひ

もづけする役割を果たしております。 

 県税の賦課徴収事務において、情報提供ネットワークを利用して取得できる情報は、

番号利用法により過誤納金の還付に関する事務、及び県税の減免に関する事務と定めら

れています。 

 このうち県税の減免に関する事務については、現時点では利用はしていませんが、既

に法整備がなされており、将来的に利用する見込みがあることから、評価書にはあらか

じめ記載をしているところです。 

 図の中の一番上、県税の賦課徴収事務で使用する税務システムを記載していますが、

現在、税務システムは、直接的には団体内統合システムとはつながってはおりません。

このため、情報提供ネットワークから情報を得るためには、まず、安全措置がなされた

県の共有フォルダにデータを保管し、そこから税務システムに情報を取り込むという手

続を取っております。 

 図の上の方にお戻りください。 

 そのほかのシステムについてお話しいたします。 

 「≪システム４≫住民基本台帳ネットワークシステム」ですが、納税義務者の宛名情

報を取得する場合に使用します。 

 「≪システム５≫地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）」は、国や他の地方公共団

体と税に関する情報の受渡しを行ったり、納税義務者から県税の電子申告を受け付けた

りする場合に使用します。 

 「≪システム６≫ふくおか電子申請システム」、こちらも納税義務者からの電子申請

届出を受け付ける場合に使用します。基本的には地方税ポータルシステムの方で受け付

けることが多いのですけれども、こちらで対応してないものについて、ふくおか電子申

請システムで対応している届出等があります。 

 ２ページを御覧ください。 

 「３ 特定個人情報ファイル名」、「４ 特定個人情報ファイルを取り扱う理由」、

「５ 個人番号の利用」は、前回と同様の内容となっております。 

 「６ 情報提供ネットワークシステムによる情報連携」は、先ほど御説明したとおり

でございます。 

 「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」について御説明いたします。 
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 ここからは個人番号を含む特定個人情報の説明となりますが、前回の諮問と同様です

から、重要なことについて御説明をいたします。 

 「２ 基本情報」についてです。税務システムには、先ほど申し上げましたように、

４０４万件ほどの納税義務者情報が登録されております。個人番号に加えて、４情報と

言われる、氏名、性別、生年月日、住所のほか、生活保護受給状況等、５,０００を超

える項目を取り扱っております。 

 なお、項目数の中には、法人を対象とした項目等も含まれております。そのうち個人

番号が登録されているのは約６割に当たる２３７万件となっております。 

 残りの４割に個人番号が登録されていない理由ですが、地方税法上、申告によらず、

賦課徴収を行う自動車税等の税目があります。その税についてのみ登録されている方に

ついては、個人番号の登録がなく、その差が４割というところに出ております。 

 税務システムにおける個人番号の保有は、個人番号の利用が開始された平成２８年１

月からとなっています。 

 「３ 特定個人情報の入手・使用」についてです。賦課徴収事務のために入手する主

な方法としましては、「①入手元」から「③入手の時期・頻度」のところに記載してお

りますが、定期的に入手するものとして、国の税務署が持つ確定申告情報をｅＬＴＡＸ

経由で入手するもの、随時入手するものとして、申告書等を受け付ける際に、当該書類

で入手するものがございます。５年前と同様、番号利用法で認められている情報に限っ

て、地方税法に定められた様式を使用し入手することとしています。 

 「４ 特定個人情報ファイルの取扱いの委託」についてです。納税義務者が４００万

件を超える中、税務システムを利用して、適正かつ効率的な課税に努めています。税務

システムを運用するためには、専門的な知識を持つ技術者による管理が必要です。また、

納税義務者から紙で提出される書類は、その膨大な量を、定められた期間までにシステ

ムに入力する必要があります。こうした業務の委託についても、５年前と同様に行って

おります。 

 「≪委託１≫税務システムの運用管理業務委託」は、税務システムの日々の維持管理

を常駐する技術者が行うものです。 

 「≪委託２≫自動車税等の申告書に係る情報処理業務委託」は、自動車税等の申告と、

国の運輸支局に登録されている内容の突合や申請書のデータ化を行う業務です。 

 ３ページの方に移ります。 

 「≪委託３≫滞納整理等に伴うデータ抽出・加工業務委託」は、滞納整理の進捗管理

を行うため、税務システムからデータを抽出し、資料を作成するものです。これも常駐

するＳＥが行っております。 

 「≪委託４≫ 県税収納管理業務等のデータ入力委託」は、金融機関等で支払いをし

た納付書から納付情報を税務システムに入力するものです。いずれも再委託は行ってお

りません。 

 「５ 指定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く）」についてです。 

 県税の賦課徴収を行う中で、課税に関する根拠資料等を関係機関に報告する必要があ

るため、番号利用法で認められる範囲内で情報の提供を行っております。 

 「６ 特定個人情報の保管・消去」についてです。 
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 「①保管場所」についてです。税務システムのデータは、災害等で毀損しないようデ

ータセンターに保管しております。このデータセンターの建物は、災害対策がなされた

上で、監視カメラや生体認証等複数のセキュリティ設備を備えております。 

 「②保管期間」についてです。選択肢としては、６年以上１０年未満という選択肢に

なっております。地方税法は遡って課税できる年限が７年間となっておりますので、こ

の期間を設定して行っております。 

 「③消去方法」についてです。税務システムに登録されている場合は、不要となった

都度、税務システムから消去し、申告書等の紙媒体は、専門の業者に依頼して、溶解処

分を行っております。 

 また、福岡県情報セキュリティ対策基準により、特定個人情報を取り扱う機器を処分

するときは、物理的に破壊して、記憶装置を復元不可能な状態にします。 

 続きまして、「Ⅲ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策」に

ついてです。 

 個人番号の入手や提供は、番号利用法令や地方税法令に定められた範囲でのみを行う

ことができます。 

 実際の事務におけるリスク対策について御説明します。 

 なお、評価書の方は３４ページ以降になります。 

 「２ 特定個人情報入手」の欄の「≪リスク１≫目的外の入手が行われるリスク」、

「≪リスク２≫不適切な方法で入手が行われるリスク」については、県税の賦課徴収事

務で、個人番号を取得する方法は、事業税のように、国や他の都道府県からの情報提供

によるもののほか、自動車税の減免申請のように、本人確認の上、所定の申請書を本人

から受け付けることによります。したがって、あらかじめ定められた方法で取得するこ

とになるので、目的外の入手や不適切な方法による入手は起こらないものと考えており

ます。 

 「≪リスク３≫入手した特定個人情報が不正確であるリスク」については、窓口で個

人番号を取得する場合は、番号利用法令の定めるところにより、本人確認を行うことに

より、記載内容をその場で確認することとしております。法令に沿った運用により、正

確な特定個人情報を取得しております。 

 「≪リスク４≫入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク」ですが、原則本

人又は代理人から直接入手することとしており、申請書等の紙媒体は、鍵つきの書棚に

厳重に保管しております。 

 概要版の４ページに移ります。 

 「３ 特定個人情報の使用」についてです。 

 ≪リスク１≫については、税務システムでは、賦課徴収に関係のない情報を保有して

いませんので、該当なしとしております。 

 「≪リスク２≫権限のない者によって不正に利用されるリスク」、「≪リスク４≫特

定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク」についてです。税務システムでは、権

限のある者のみが利用するよう、２段階の認証を行っております。ＩＣカードによりユ

ーザーを認証し、さらにＩＤとパスワードを入力することとしております。 

 また、各利用者が税務システムで取り扱える業務を、その者が担当する業務に限定し
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ています。 

 また、不正を防ぐため、アクセス制御により権限のない者がデータを複製できないよ

うに設定しています。 

 「≪リスク３≫従業者が事務外で使用するリスク」についてです。 

 地方公務員法の定める守秘義務に加えて、地方税の徴収に関する事務に従事している

者又は従事していた者に適用される秘密漏えいの罪が地方税法に定められています。こ

の規定を含め、個人情報の取扱いに係る研修を全ての税務職員が、少なくとも年に１回

受けることにしております。 

 「４ 特定個人情報ファイルの取扱いの委託」についてです。 

 ここからは、委託業者の特定個人情報の管理体制についての御説明になります。 

 情報保護管理体制の確認については、委託業者に対し、秘密保持や不正な持出しの禁

止等に係る保有個人情報取扱特記事項というものを契約書に設け、情報の適正な保護・

管理を義務づけております。 

 特定個人情報ファイルの閲覧・更新の制限については、委託業者に個人ごとのユーザ

ーＩＤとパスワードを設定して、委託内容に沿ったアクセス権限を付与し、不要な画面

は閲覧できないよう制御しております。 

 特定個人情報ファイルの取扱いの記録については、特定個人情報を操作した日時、内

容、利用者等を記録したアクセスログを保存しております。 

 特定個人情報の提供ルールについては、委託業者から外部に情報を提供することはご

ざいません。 

 県から委託業者に特定個人情報を提供する場合は、税務システムは、委託業者が取り

扱う場合も、職員と同様に税務課の中で取り扱っておりまして、仮に情報を何か持ち出

すということになりますと、職員と同じように、係長以上の上長のパソコンにのみイン

ストールされているデータ書き出し用のソフトにおいて、上長の承認を受け、ファイル

を暗号化した上で取り出すという手続になっております。したがって、実際にこの時点

で許可を出しませんので、持ち出しはできないということになります。 

 特定個人情報の消去のルールについては、契約により委託業者が、委託事務のために

取得した特定個人情報は、当該事務の終了後速やかに引き渡すこととしております。 

 「５ 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークを通じた提供を除

く）」についてです。 

 県が行う特定個人情報の提供・移転に関するものです。特定個人情報の提供を受ける

者の名前、提供の日時、提供する項目を、持ち出し管理簿に記載した上で、７年間保存

することとしております。 

 また、先ほど申し上げたとおり、データ貸出し用ソフトで上長の承認を受けなければ、

データの書き出しはできないように設定されています。 

 「６ 情報提供ネットワークシステムとの接続」です。 

 情報提供ネットワークシステムは、国が設置・運営を行っており、先ほど申し上げま

したように、税務システムは、団体内統合宛名システムや中間サーバーを経て、このシ

ステムに接続しています。 

 情報提供システムを設置・運営する国において、各種セキュリティ対策が施されてい



- 11 - 

ます。 

 接続と申し上げましたが、直接的には接続してはおりませんで、情報を受け渡す際に

は、ファイル共有システムを使って、情報を提供することになっております。 

 「７ 特定個人情報の保管・消去のリスク」「≪リスク１≫特定個人情報の漏えい・

滅失・棄損のリスク」は、さきに御説明したとおり、データセンター内に保管しており、

厳重に管理されています。 

 また、税務システムにおいて、ウイルス対策ソフトによる不正プログラム対策やファ

イアウォールによる不正アクセス対策を実施しております。 

 過去３年以内の重大事故としましては、個人番号は含まれていませんが、私どもが委

託した自動車税のコールセンター業務において、委託業者のシステム保守業者の派遣社

員が個人情報を不正に持ち出すという事案がございました。これを受け、個人情報を取

り扱う委託業者に対して、データ持ち出し制限やシステム監視等の対策を行っているか、

緊急の点検を行ったところです。 

 あわせて、こうした点検項目を恒常的に実施するよう規程を改めたところです。 

 なお、この自動車税のコールセンター業務は、現在、委託を行っておりません。 

 「≪リスク２≫特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク」についてです。 

 住所変更が判明する都度、県税事務所において調査を行った上で、情報を更新してお

ります。 

 「≪リスク３≫特定個人情報が消去されずにいつまでも存在するリスク」としては、

保存期間が経過する情報については、確認の上、削除を行うこととしております。 

 「Ⅳ その他のリスク対策」についてです。 

 「１ 監査」については、「①自己点検」及び「②監査」、すなわち他部署の点検と

いうことで、年に２回行っております。 

 「２ 従業者に対する教育・啓発」は、少なくとも年に１回以上は研修を実施してお

ります。 

 最後に、「●参考」欄についてです。 

 今回お諮りしている評価書の案に係るパブリック・コメントを、１０月１５日から１

１月１８日までの３５日間実施したところです。 

 期間中１件のコメントを頂戴しましたが、コメントの趣旨は、県税の賦課徴収におい

て個人番号の有効活用を求めるものでした。 

 引き続き、番号利用法令の範囲内で特定個人情報の保護に留意しつつ、個人番号を活

用することとしますので、評価書への反映というものは、今回はございません。 

 全項目評価の説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

【村上部会長】 

 ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、何か御質問、御意見等ございましたらお願いしたい

のですが、いかがでしょうか。 

【山元委員】 

 ４ページのところの、特定個人情報の利用に関して、オペレーターの人にＩＤとパス

ワードを発行と書いてあるのですけど、このＩＤとパスワードというのは固定ですか。
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例えば、個人の固定のものですか。 

【実施機関】 

 そうです。 

【山元委員】 

 そうすると、表記がちょっと古いというか、もうＩＤとパスワードというのはほとん

ど意味がない。要するにそのユーザーが、例えば、ＩＤとパスワードを書き留めたりし

てしまったら、その時点でアウトですし、今はＩＤとパスワードは頻繁に使われるので、

割と忘れないように、どこかに記録したりとか、いろんなことがされてしまうものでも

あるので、この表記は、今後検討した方が良いのではないでしょうか。 

【実施機関】 

 職員の方は、ＩＣカード二要素認証というのを申し上げましたけれども、委託業者の

方にも、二要素認証の方は導入しておりまして、ＵＳＢキーを持たせておりますので、

そのＩＤパスワードが分かったからといって、ほかの人がログインできるわけではござ

いません。 

【山元委員】 

 そうであれば、「多要素認証にしています」というような表記に変えた方が良いので

はないでしょうか。今回はこれで良いと思うのですけど、今後は、これは古い表記にな

ると思いますので。 

【村上部会長】 

 ああ、そうなのですね。 

 よろしいでしょうか。 

【全委員】 

 なし。 

【村上部会長】 

 説明は以上ということでよろしいですか。 

【事務局】 

 はい、以上です。 

【村上部会長】 

 本日何か御質問等ございましたら、それに対して実施機関の方で回答していただく。 

 そして、次回は、答申案の検討を予定しております。それも含めまして、全体にわた

りまして、何か御質問、御意見等がありましたらお願いしたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

【全委員】 

 なし。 

【村上部会長】 

 今日欠席された委員の先生方には、何らかの説明をされますか。 

【事務局】 

 資料を送らせていただこうかと思っております。 

【村上部会長】 

 そうですか。では、お願いします。 
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【井上委員】 

 資料を送っていただけるのであれば、今日読み上げていただいたものを、事前にデー

タ等で送っていただけると、分かりやすかったかなと思います。 

【村上部会長】 

 データが良いですね。いかがでしょうか。 

【井上委員】 

 もし、可能であれば。 

【事務局】 

 事務局経由で、皆さんに送らせていただきます。 

【村上部会長】 

 そうですか。それでは事務局の方で手配をお願いします。 

 ほかに何かございませんでしょうか。 

【全委員】 

 なし。 

【村上部会長】 

 それでは、本日のこの評価についての説明、以上で終わりということでよろしいです

か。 

【事務局】 

 委員の方々からの質問等がなく、概ねこれで良いということであれば、次回答申案で

御審議いただくことになります。 

【村上部会長】 

 ということですね。はい、分かりました。 

 それでは、以上で本日の案件の審議を終わりたいと思います。 

 最後に、その他について、事務局から説明をお願いします。 

【事務局】 

 「福岡県情報公開・個人情報保護令和５年度運用状況報告書」をお手元にお配りして

おりますので、御査収くださいますようお願いいたします。 

 次回の日程について御連絡いたします。 

 次回は、令和７年１月２３日木曜日午前１０時から、ここ特９会議室にて、第二部会

を開催する予定ですので、御出席のほどよろしくお願いいたします。 

 今回は午後でしたが、次回は午前１０時から開催いたします。場所は、同じ特９会議

室です。 

 御都合が悪く、御欠席される場合は、事前に事務局まで御連絡ください。 

 事務局からは以上です。 

【村上部会長】 

 ありがとうございました。 

 それでは、本年はこれで最後ということになります。来年度もどうかよろしくお願い

いたします。 

 それでは、本日の議題については全て終了いたしましたので、以上で第二部会を終了

いたします。皆様方どうもありがとうございました。お疲れさまでした。 


